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１．現状把握

本県の第６期（Ｈ27～Ｈ29）における
地域包括ケア推進に向けた取組（市町支援を中心に）
＜ポイント＞

◎市町の新しい地域支援事業の早期実施を促進し、
地域包括ケアシステム構築に向けた体制整備を支援

◎医療、介護等の関係団体の連携を強化し、多職種で
地域課題の把握や市町支援策等を検討（県及び圏域）

◎市町に対して、医療や介護等のデータを提供し、地域分析等を
支援

◎医療と介護の整合性の確保を図るため、 静岡県地域医療
構想との調整等を支援 3



これまでの市町支援の取組
＜市町支援の視点＞
①現状把握 ②相談・助言 ③人材育成 ④広域調整 ⑤普及啓発

区 分 主な取組

○全般

・市町ヒアリングによる実態把握（全市町を訪問して実施）
・市町に対する医療、介護等のデータの提供
・医療、介護関係団体及び保険者の連携強化（県及び圏域）
・賀茂地域における地域包括ケアシステムの圏域運用の検討
・地域包括ケアシンポジウムの開催による普及啓発

○在宅医療・介護
連携推進事業

・在宅医療・介護連携コーディネーターの養成、ネットワーク構築
・地域における多職種連携リーダーの養成（県医師会との共催）
・郡市医師会に在宅医療推進員の配置（Ｈ29まで）
・ICTを活用した在宅医療・介護連携情報システムの活用促進

○認知症総合支援
事業

・初期集中支援チーム員、地域支援推進員の養成、ネットワーク構築
・認知症疾患医療センターの整備（全圏域15箇所）
・認知症サポート医、認知症サポート医リーダーの養成

＜市町支援の主な取組と課題＞
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区 分 主な取組

○生活支援体制
整備事業

・生活支援コーディネーターの養成、ネットワーク構築
・市町における壮年熟期世代（66歳から76歳まで）の社会参加促進事業に対する

支援（フォーラム、各種講座・講習の実施）

○介護予防・日常
生活支援総合
事業

・市町、地域包括支援センター、ケアマネ等に対する、介護予防ケアマネジメントの
理解促進

・介護予防事業従事者の質の向上（地域毎に職能団体と協力して実施 等）

○地域ケア会議
推進事業

・地域ケア会議の活用促進（市町の施策への反映 等）
・国の介護予防活動普及展開事業を活用した支援
（介護予防のための地域ケア会議）
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２．課題と対応策

これからの市町の取組及び県の支援の方向性
市町の取組 県の支援

第６期
（H27～H29）

○新しい地域支援事業の実施
総合事業 H29から全市町実施
在宅医療・介護連携
認知症総合支援 H30から
生活支援体制整備 全市町実施

○第７期介護保険事業計画の
策定

2025年の目指すべき地域像
医療と介護の整合性の確保 等

○新しい地域支援事業の
（早期）実施のための支援

・制度理解、先進事例共有
・地域支援事業に位置付けられ
た人材の養成 等

○第７期介護保険事業計画
策定の支援

・医療・介護データの提供
・医療と介護の整合性の確保 等

第７期以降
（H30～）

○新しい地域支援事業等を有効に活用し、
市町の実情にあった、地域包括ケアシステ
ム実現のための取組を進める。

○市町の地域マネジメントを支援
・医療介護連携と地域住民を

含む多職種連携の促進

事業実施が
目的化して
いないか？

地域包括ケアの
姿が弱い、3年間
の計画になってい
ないか？

市町毎の取組の格差が懸念
（取組姿勢、地域特性、社会資源、人材 等）

県の支援の方法、内容が課題
市町の状況が異なる中で
求める支援策も異なる。 6



区 分 課 題 対応策（H30事業）

○全般 ・市町毎の取組に差
・住民の地域包括ケアに関する理解促進

・市町ヒアリングによる現状把握
県に求める支援策の聴取

・住民向けシンポジウムの開催

○在宅医療・介護
連携推進事業

・8つの事業項目が連動し、PDCAサイクル
による市町にあった体制構築

・地域リハビリテーションに係る
医療と介護の連携体制構築
の支援

○認知症総合支援
事業

・初期集中支援チームの活動に地域差
・認知症ケアに関わる様々な主体が有機
的に連携した体制づくり

・認知症疾患医療センターを
中心とした早期発見・早期対
応と専門職連携の体制構築を
支援

○生活支援体制
整備事業

・多様なサービスの創出（特に移送・買い
物支援、生活支援 等）

・介護職以外の担い手の養成・確保
・自立支援に向けた介護予防ケアマネジ

メントの理解促進

・自立支援に向けた介護予防
ケアマネジメント研修の実施

・生活支援コーディネーターを
対象とした、生活支援サービス
の体験研修の実施

○介護予防・日常
生活支援総合
事業

○地域ケア会議推進
事業

・市町の施策、介護保険事業計画への
反映

・介護予防のための地域ケア会議の普及

・介護予防のための地域ケア
会議の活用研修の実施

・国の介護予防活動普及展開
事業の活用

市町の地域支援事業の実施に係る課題と対応策（H30事業）
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３．実施体制

庁内体制
・健康福祉部理事（医療・介護連携対策担当）による
総合的な推進（市町、関係団体、庁内 等）

・地域包括ケア体制推進庁内会議の設置
・長寿政策課に地域包括ケア推進班の設置

関係団体との連携
・地域包括ケア推進ネットワーク会議の設置
（県会議、圏域会議、部会）
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＜関係課＞
○地域振興課(コミュニティ推進）
○住まいづくり課（住宅政策）
○都市計画課（都市政策）

地域包括ケア推進に係る庁内体制

健康福祉部

生活衛生局

医療健康局

障害者支援局

こども未来局

福祉長寿局

管 理 局

（
医
療
介
護
連
携
対
策
担
当
）

健
康
福
祉
部
理
事

（本庁）

（出先機関）

健康福祉センター
（保健所）
７センター

※庁内会議は
薬事課のみ

地域包括ケア体制推進
庁内会議

※長寿政策課に地域包括ケア推進班
を設置（Ｈ28～）
3人体制（事務2、保健師1）

○平成27年度から配置
○役割

・市町や県・郡市医師会等との対外
的な調整
・庁内の関係部局との横断的調整

健康福祉部理事
（医療介護連携対策担当）

○平成27年度に設置
○所掌事務

・医療と介護の総合的な確保に係る
施策の調整
・市町の支援策の検討、調整
・保健医療計画、保健福祉計画等
の諸計画の整合性の確保 等

○体制
・会長は健康福祉部理事

地域包括ケア体制推進
庁内会議
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市町での多職種連携会議等
※地域支援事業の
「在宅医療・介護連携推進事業」「生活支援体制整備」等で展開

保険者
福祉関係団体医師会

介護関係団体医療関係団体

市町でも
展開

地域包括ケア推進ネットワーク会議
県が主体となって医療と介護の連携を推進し市町における地域包括ケアシステムの構築を支援

御殿場志太
榛原中東遠 三島

田方
熱海
伊東 賀茂西部 駿東富士

県
（健康福祉部）

県会議
（県）

圏域会議
(健康福祉ｾﾝﾀｰ）

地域リハビリテーション
推進部会

認知症施策
推進部会

＜部会＞
個別施策の推進

全 26団体

※静岡圏域（静岡市のみ）のため静岡市の取組による
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平成30年度から、県及び市町において、地域包括ケアシステムの推進に向けた
取組が本格的に開始されることから、医療及び介護分野の地域包括ケア関連
事業を統合し、一体的に推進

区 分 主な内容 ※人材の確保対策や認知症施策等は個別に事業立て 予算 (千円)

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
事
業
費

医
療
分

○訪問看護の推進、訪問看護ステーションの体制強化
○在宅医療後方支援体制の整備（有床診療所に対する支援）
○在宅復帰支援体制の強化（地域の退院支援や急変時のルールづくりの支援）
○在宅医療・介護連携情報システムの活用促進
○医療・介護に係る多職種連携体制の強化
○かかりつけ医薬剤師、薬局の普及促進

163,715 

介
護
分

○介護予防施策の推進
○地域リハビリテーションの強化（地域リハビリテーションサポート医養成研修の実施 等）
○健康長寿の３要素実践の促進（食事、運動、社会参加）
○市町の生活支援体制整備事業に対する支援（生活支援コーディネーター養成、活動体験）
○ふじのくに型福祉サービスの推進（居場所、ワンストップ相談、共生型サービス）
○地域包括ケア推進に係るネットワーク構築（県及び圏域）

51,866

計 215,581

地域包括ケア推進に係る予算の状況（平成30年度当初予算）
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